
③ 「創エネ」、「蓄エネ」、「省エネ」を軸に、需要家や地域が主体的にエネル

ギー選択に参加できる新たなエネルギーシステムを築くことで、新たなエネル

ギーミックスや地球温暖化対策を実現するとの発想で臨む 

 

東日本大震災や福島第一原発事故を契機とするエネルギー需給の逼迫は、

すべてのエネルギー需要家の行動を変え、様々な可能性を明らかにした。 

 

例えば、自家発や分散型エネルギーの導入により需要家がエネルギー供給

を担う「創エネ」、住宅・建築物の断熱化やスマートメーター、市場メカニズ

ムを活用した「省エネ」、電気自動車・定置型蓄電池等の蓄電池などを活用し

た「蓄エネ」など、需要家自らがエネルギー投資を行うことでエネルギー需

給を安定できる可能性が明らかになった。また、需要家が主体的にエネルギ

ー源を選択することで、再生可能エネルギーの拡大や化石燃料のクリーン化

などエネルギー供給構造をも変えていくことができるとの見方も増えている。

更に、基幹的なエネルギーネットワークと並行して地域主体のローカルなエ

ネルギーネットワークを構築することが危機管理の上からも地域活性化の観

点からも有効であるといった見方も広がっている。 

 

「創エネ」、「蓄エネ」、「省エネ」に関する技術の結集、融合を進め、需要

家や地域が自発的にエネルギー選択に参加できるような新たなエネルギーシ

ステムを築くことにより、新たなエネルギーミックスや地球温暖化対策を実

現するという発想で臨む。また、こうした取り組みを地域の再生や世界的な

課題解決への貢献につなげていく。 
 


